
2050年原子力技術ビジョン

次世代軽水炉から第4世代原子力

への原子力技術開発戦略

理事　松井一秋



２０５０年の原子力：
ビジョンとロードマップについて

• 平成14年はじめに近藤先生のイニシアティブ

で議論開始

• 平成１６年１１月、日本原子力産業会議（当時)
の原子炉開発利用委員会報告
（http://www.jaif.or.jp/ja/news/2004/1202vis
ion.html）

• 当時の原子力・産官学にあった萎縮状態に
夢と希望を与えんがため

http://www.jaif.or.jp/ja/news/2004/1202vision.html
http://www.jaif.or.jp/ja/news/2004/1202vision.html
http://www.jaif.or.jp/ja/news/2004/1202vision.html
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(１) 発電に寄与する原子力

• 最終エネルギー消費に占める石油の割合は
1/4以下と大幅に減っている。

• 消費エネルギーにおいて、電力の割合は現
在の約1/4から、2050年には3割強になって
いる。

• 電力において、原子力の割合は、21世紀初
頭に3割強であったのが、2050年には6割に
なっている(9000万kW)。



(８) 世界における原子力利用の進展

• 長期にわたって原子力施設の安全な運転管理が行
われている。

• 原子力活動の透明性がますます高まっている。

• IAEAの国際保障措置の機能の充実（核拡散に対
する懸念の低下）により、原子力の利用は進展して
いる。

• アジア諸国や欧米諸国では、新規の原子力発電所
の他、水素生産、海水脱塩、地域冷暖房などの熱
供給にも原子力が使われている。



(９) 原子燃料サイクルシステムの

　　　整備

• 国際社会においては、軽水炉燃料は、高燃
焼度化が図られている。また使用済み燃料
は、中間貯蔵施設あるいは地層処分施設に
おいて管理されている。

• わが国を含めた一部の国では、プルサーマ
ルも選択されている。

• わが国では、欧米諸国、ロシアなどと協力し
て、経済性の高い高速増殖炉サイクルシステ
ムを実現させている。



(１０) 放射性廃棄物処分の進展

• わが国では、高レベル放射性廃棄物やTRU廃棄物

の地層処分が開始されている。

• また、廃止措置で発生する放射性廃棄物を処分す
る活動も継続的に実施されている。

• 国際社会においては、国際的枠組み作りができたこ
とにより、放射性廃棄物管理が困難な国においても、
原子力利用が可能になっている。

• 先進国においては、マイナーアクチニド（MA）の分
離・変換の実用化が進められている。



(１１) 世界で活躍する日本の

　　　　　　　　　　　　　原子力産業

• 世界での原子力発電所の建設プロジェクトで
は、日本企業はグローバルアライアンスの下
で活躍している。

• 日本企業は、プロジェクトの企画・推進、基盤
となる技術の開発・改良、重要機器の製造な
どの活動を行っている。



A:原子力拡大ケース

B:原子力廃止ケース、
CCSと再生可能エネ

ルギーの上限増加

一次エネルギー供給における原子力の役割
(「原子力ビジョン2050」、原子力産業会議、より)



炭酸ガス排出量を1990年レベルから７０%削減する
には

(脱温暖化2050研究プロジェクト、２００７より；http://2050.nies.go.jp)
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※試算結果は暫定的なものであり、将来の前提および結果には不確実性を伴う。
※最終需要家によるエネルギーを「創エネ」と定義した。
※非化石エネルギーの一次エネルギー量については、化石燃料による転換効率を用いて便宜的に換算したもの。
#1 GDP比例での最終需要の伸びと同率で一次エネルギーが伸びたと仮定した場合の一次エネルギー供給量から、最終需要削減、転換効率向上等によって削減さ

れた供給量
#2 GDP比例での最終需要から、省エネルギー、機器効率向上等によって減少した需要

限りあるウラン資源と、現実的なリサイ
クルを前提にすると、世界市場で核燃
料争奪となり日本には回ってこない。

技術目標達成時の日本のエネルギー需給構成の一例
※全ての技術的備えの結果としての一例（コスト最小化モデルによる試算）

超長期エネルギー技術ビジョン２１００より
http://www.iae.or.jp/research/cho06.htm



ＣＯ２シェア×排出率

　　　　　　　（基準年比）

計

発電 ０．４２１ ×　０．３９ ０．１６４

鉄鋼 ０．１０５ ×　０．６ ０．０６３

輸送 ０．２０８ ×　０．５ ０．１０４

民生 ０．１１３ ×　０．７ ０．０７９

その他産業 ０．１５４ ×　０．７ ０．１０８

合計 ０．５１８

表：日本のＣＯ２半減シナリオ（２０５０）
茅先生、原産年次大会、2008、より
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発電エネルギーCO２制約（100年最適化,40mill-世界）：PWｈ/ｙ
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エネルギー源別世界の発電電力量
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(WEO2007, p209より)
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原子力の革新的技術開発ロードマップ 、中間取りまとめの概要より（１） 　

（平成２０年４月２日　原子力委員会）　



原子力の革新的技術開発ロードマップ 、中間取りまとめの概要より（2）

（平成２０年４月２日　原子力委員会）　

2000                      2010                      2020        2030                      2040                    2050



原子力の革新的技術開発ロードマップ 、中間取りまとめの概要より（3） 　

（平成２０年４月２日　原子力委員会）

2000                      2010                      2020        2030                      2040                    2050



挑戦
• とりあえず市場はあるが、まず米国

• 経済性は外部性やLCAによる公平性も確保すべ
きだが、結局は投資とリターン、そのリスク

• 廃棄物を減じることは可能だが、人々の好みとＦＣ
の経済性のトレードオフ

• リサイクルは「ダーウィンの海」、長期的な取り組
み必要；政府の関与、国際的な合意･理解

• 核拡散抵抗性には唯一の解はない、が世界で数
千の原子炉のためには必須!

• 国際的な競争、競合関係の中での日本、その産
業の鼎の軽重が問われている



２００８年からの再挑戦

• 低炭素社会へのエース!
– 安全?地震対応　｢余裕｣が正当化されたと見るのか?
– 核不拡散?　核燃料サイクルを管理する国際的システム

の開発

– 廃棄物

• 次世代軽水炉開発の開始

• 世界市場拡大

• 国内外の制度の見直し、リセット

• 国内活動の生産性回復・向上と真の国際化



各国の原子力新設計画あるいは展望

国 計画あるいは展望 ＧＷｅ/年

インド
２０２２年までに３０ＧＷｅ

２０５２年までに２７５GWe
１．６

５．５

パキスタン ２０３０年までに８ＧＷｅの新設 ０．３２

中国
２０２０年までに４０ＧＷｅ

２０５０年までに２５０ＧＷｅ（CIAE)
２

５

ロシア
２０３０年までに３０GWeの新設

２０１５年までに１０基、１２ＧＷｅ

１から１．５

１．５

2020までに
+22GWe

南ア
通常型軽水炉の新設決定、12基?
２４基のPBMR(165MWe)

2030までに
27GWe

米国
２０２０年までに２５基

２０２０年までに５０ＧＷｅ（ＮＥＩ）

２

２．５



次世代軽水炉のねらい
• 世界の原子力復興に呼応してわが国の産業競争力の維持向上

– 原子炉開発能力の維持
– 日本が中核となった海外展開戦略の意思
– 国内産業のあり方を念頭に技術ならびに経営戦略の再構築

• 技術のブレークスルーに基づく競争力の強化
– 運転サイクル長期化、高燃焼度化による利用効率の向上、使用済み燃料の

低減
– 既設炉へのバックフィットも考慮
– 型式認定などの制度設計も視野に

• 標準化のあり方
– 燃料、保守、免震などにおけるキーテクノロジーの同定
– 創造、応用を駆使して機能の合理化追及
– 初心に立ち返っての合理的な安全確保、競争力のある考え方の構築

• サイクル、核不拡散
– バックエンドを含む燃料経済の再確認
– 高速炉、対応する再処理との整合性
– 使用済み燃料の管理などの道筋

• 世界をリードする技術開発計画としてのアピール



IAEにて実施

IAEにて実施

12.5億円）

H19.9　第15回原子力部会　資料３より



次世代軽水炉開発のスキーム

• 世界標準を獲得し得る炉の開発

– BＷＲ、ＰＷＲ各１炉型

– 170～180万ｋＷ級（標準化を阻害しない範囲で80～100万kW級も視野）

• メーカーが主体、国・電気事業者と一体となって技術開発を推進

– 国内市場のみならず、海外市場も睨む

• 総開発費600億円程度

– 1/2国庫補助、特に革新性・基盤性の高い一部の技術開発は全額国庫補助

• 平成20年度から８年間で基本設計までを完了

– 長期を要する材料試験等、一部の技術開発はその後も継続

– 平成22年度に評価を実施し開発計画への反映・見直しを判断

• 開発と規格基準類整備・規制高度化との一体的な推進

• 国際展開の戦略的な構築



次世代軽水炉の開発項目
　ー６つのコアコンセプトー

①世界初の濃縮度５％超燃料を
　　用いた原子炉系の開発による
　
　　使用済燃料の大幅削減と世界
　　最高の稼働率実現
　　－ 使用済燃料の発生量：約3
　　　　～4割削減
　　－ 稼働率：現行の70～80％
　　　　台から97％に向上

②免震技術の採用による、立地
　　条件によらない標準化プラント
　　の実現
　　－ 国内外の立地自由度の大

　　　　幅拡大
　　－ 地震力減少・標準化設計に

　　　　よる建設費低減

③プラント寿命８０年とメンテナン
　　ス時の被ばく線量の大幅低減
　　を目指した、新材料と水化学
の
　　融合
　　－ プラント寿命を80年に延伸
　　－ 被ばく線量を現状の１割以

　　　　下に低減
④斬新な建設技術の採用による、
　　建設工期の大幅短縮
　　－ 建設現場作業の大幅削減
　　－ 建設工期：現行約50ヶ月か
　　　　ら約30ヶ月に短縮

⑤パッシブ系、アクティブ系の最適組合せによる、世界最高水準
　　の安全性・経済性の同時実現
　　－ 安全性は現行最新炉のＡＢＷＲ・ＡＰＷＲと同等以上
　　－ 建設費・保全作業量を約半減

⑥稼働率と安全性を同時に向上
　　させる、世界最先端のプラント
　　デジタル化技術

※図はABWRイメージ



①濃縮度5%超燃

料を用いた原子炉
系の開発

①-1  濃縮度5wt%超燃料の臨界試験

①-2  PWR超高燃焼度化燃料開発（Zr系,新材料）

①-3　BWR超高燃焼度燃料材の開発（新材料（ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞﾌﾘｰ材）,改良材）

　　　

①-4　BWR水素吸収抑制被覆管の開発

①-5　スペクトルシフト燃料

②免震技術の開発 ②　免震装置の実証

③新材料と水化学
技術の開発

③-1　蒸気発生器伝熱管材料の開発

③-2　炉内構造部材開発

③-3　材料・水化学技術の高度化

④斬新な建設技術
の開発

④　斬新な建設工法（SC構造）の開発

⑤先進安全ｼｽﾃﾑ
開発

⑤　先進安全システム開発

⑥ﾌﾟﾗﾝﾄﾃﾞｼﾞﾀﾙ化技
術の開発 ⑥　プラントデジタル化技術の開発

次世代軽水炉の技術開発課題



次世代軽水炉開発の基盤整備

技術開発（ハード）と並行して、次世代軽水炉に係る基盤の整備（ソフト）を図る。
１）　円滑な開発導入に必要な規格基準の整備
２）　国際標準炉とするための方策の分析・整理
３）　産業、人材等の推進基盤の整備

次世代軽水炉の開発体制

• エネルギー総合工学研究所が中核機関として事業を実施する。

• エネルギー総合研究所の次世代軽水炉開発事業に、東芝、日立GEﾆｭｰｸﾘ
ｱ･ｴﾅｼﾞｰ､三菱重工の原子炉メーカ３社が参加し、協働体制を構築して技
術開発を実施する。



本年3月３１日、33年間に亘り原子力発電の信頼性、安全性向上に向け事業
を実施してきた（財）原子力発電技術機構（NUPEC）は、解散。
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図2　流動加速腐食による配管減肉の解析

耐震事業安全解析事業

廃止措置事業

多度津工学試験所の大型高性能振動台を
用いた実証試験等で得られた貴重なﾃﾞｰﾀ
は、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽとして整備されています。

「廃止措置技術ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」
「軽水炉廃止措置実施に
向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ」
により、廃止措置に係る
検討を支援します。

安全解析ｺｰﾄﾞ（IMPACT）を活用して、

原子力発電に係る種々の事象の
評価分析を行います。

NUPECが実施してきた安全解析、耐震、廃止措置の事業は、エネ総研が継承します。



エネ総研は、20年４月から、同研究所内に「原子力工学センター」を設置し、　
1. 　原子力発電技術機構からの継承事業とともに、
2. 中核機関として次世代軽水炉開発事業を推進

財団法人エネルギー総合工学研究所 原子力工学センター
[略称 ： NUPEC（原子力工学センター）]

センター長

耐震・廃止
措置事業

安全解析
グループ

次世代軽水炉
開発グループ



原子炉開発の経緯

GenⅠ
初期の原型炉

1950 1990 2000 20201960 1970 1980 2010 2030 2040 2050

GenⅡ
商用原子炉

GenⅢ
改良型軽水炉

GenⅣ
新型炉

GenⅢ＋
次世代軽水炉

Shippingport
(米, P10万kW)
Dresden
（米、B21万
kW)
Magnox（ 英 ）
東海ガス炉

（16.6万kW ）

軽水炉

・BWR
・PWR
重水炉　

CANDU
ロシア型炉
・

VVER/RBMK

現在の原子力発
電の主力

軽水炉

・ABWR
・APWR
・ESBWR
・AP-1000
・EPR
重水炉

　CANDU

新規建設の原
子炉

ガス冷却炉
高速炉
革新型軽水
炉

経済性
安全性
運転性
の大幅な
向上

閉鎖対象 GIF の 国 際
協力枠組で
実施中

わが国が開発
に着手



第３世代原子炉の特徴

ABWR ESBWR APWR AP-1000 EPR

企業 東芝、日立、
GE

GE－日立 三菱重工
WH

東芝－WH Areva

NRC DC取得済 DC申請中 DC申請中 DC取得済 DC申請中

開発
状況

国内4基運転中
(柏崎刈羽6・7,
浜岡5、志賀2)
大間　審査中
台湾2基建設中

敦賀3・4
審査中

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ１基建設
中、仏１基計画中

出力 135.6万kWe 155 153.8 111.7 160

特徴 ①自然循環系、
静的安全系
②単純化・大
型化で経済性
向上

①静的安全系
②安全系,ｻﾎﾟ
ｰﾄ設備を簡素
化

①ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対
策（ｺｱｷｬｯﾁｬ､二重
格納容器等）
②安全系は４ﾄﾚﾝ
構成で建物も区分

（注）DC ： 標準設計認証 （出所）NRC欄の状況は、海電調「海外電力」(08年02月)による

















終わりに

• IPCC報告を額面どおり受け入れるとすると、

• IEAの「世界エネルギー展望」の標準、代替
政策シナリオでは間尺にあわない、

• 漸進的な対策の積み上げでは間に合わない。

• HPやEVなどによる更なる電力利用と、多目
的利用をも目指す原子力の最大限の導入は
温暖化対策の決め手のひとつ

• ｢技術と社会｣という課題に、謙虚に立ち向か
うべし
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